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1. 概要 

本補足説明資料は, Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能

維持の設計方針に基づき耐震評価を実施し，Ⅵ-2-8-4-4「中央制御室待避室遮蔽の耐震性に

ついての計算書」に評価結果をとりまとめている中央制御室待避室遮蔽の耐震評価について

補足するものである。 

 

 

2. 設備概要 

2.1 中央制御室待避室の概要 

中央制御室待避室は, 重大事故等が発生した場合における炉心の著しい損傷後の格納容

器フィルタベント系を作動させる場合に, 運転員の被ばくを低減するため, 中央制御室内

に設置する。中央制御室待避室は, 中央制御室待避室内への放射性物質の流入を防ぐた

め, 設計上の圧力値を中央制御室に対して 10Pa[gage]以上に設定する。 

中央制御室待避室は, 遮蔽性能及び気密性能を有し, その入口には, 遮蔽性能及び気密

性能を有する扉（以下「遮蔽気密扉」という。）を設置する。 

中央制御室待避室へ待避した運転員が, 一時的に中央制御室へ出入りする際の遮蔽気密

扉開閉時においても中央制御室待避室内の正圧を維持できるよう, 隣室を設置する。 

中央制御室待避室と隣室は, 中央制御室遮蔽（壁）から支持する一体化構造としており, 

隣室と中央制御室間には出入り用の扉を設置する。 

中央制御室待避室の平面概要図を図 2－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 中央制御室待避室平面概要図 

  

中央制御室待避室 
隣室 

遮蔽気密扉 

中央制御室間の出入り扉 

中央制御室遮蔽（壁） 

中央制御室遮蔽（壁） 

：中央制御室待避室の遮蔽及び気密バウンダリ 
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2.2 中央制御室待避室を構成する部材及び接合条件 

中央制御室待避室は, 主要な構成部材として, ①構造フレーム（鉄骨）, ②構造フレー

ム（鋼板）, ③遮蔽パネル及び④気密用鋼板から構成される。 

 

中央制御室待避室は, ①構造フレーム（鉄骨）が十分剛性の高い中央制御室遮蔽（壁）

に⑤基礎ボルト（ケミカルアンカ）で固定されることにより, 制御室建物から支持され

る。 

 

①構造フレーム（鉄骨）同士は, ⑥構造フレーム接合部高力ボルトにて接合される。 

②構造フレーム（鋼板）は, ①構造フレーム（鉄骨）へ溶接にて接合され, また②構造

フレーム（鋼板）同士も溶接にて接合される。 

③遮蔽パネルは, ①構造フレーム（鉄骨）, ②構造フレーム（鋼板）へ, ⑦遮蔽パネル

接合部ボルトにて接合される。 

④気密用鋼板は, ②構造フレーム（鋼板）の凸型部へ溶接にて接合される。 

中央制御室待避室の入口には⑧遮蔽気密扉が設置される。 

 

各構成部材及びそれらの接合部に用いるボルトの材料・仕様を表 2－1に示す。 

 

表 2－1 各構成部材及びそれらの接合部に用いるボルトの材料・仕様 

 

 

 

 

 

No. 構成部材 材料 仕様 

① 構造フレーム（鉄骨） SS400 H 形鋼,溝形鋼 

② 構造フレーム（鋼板） SS400（一部 SN490B） 平鋼 

③ 遮蔽パネル 鋼板：SS400 

鉛 

 

④ 気密用鋼板 SS400  

⑤ 基礎ボルト（ケミカルアンカ） SS400 M24 

⑥ 構造フレーム接合部高力ボルト F10T，S10T M16，M20，M22 

⑦ 遮蔽パネル接合部ボルト 強度区分 12.9 M8，M12，M16 

⑧ 遮蔽気密扉 鋼板：SS400 

鉛（非構造部材） 
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中央制御室待避室の全体概要及び中央制御室遮蔽（壁）との接合イメージを図 2－2に

示す。中央制御室待避室は, X1～X7 通り間が該当する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－2 中央制御室待避室の全体概要及び中央制御室遮蔽（壁）との接合イメージ 

 

Y1 通り壁を例に, ①構造フレーム（鉄骨）, ②構造フレーム（鋼板）, ③遮蔽パネル, 

④気密用鋼板の接合イメージを図 2－3～2－6に示す。 

中央制御室待避室の基本構成は, 床・壁・天井の部位に依らず同一である。 

中央制御室待避室の基本構成の詳細について, 遮蔽パネル標準納まりのケースを例とし

て, 表 2－2 に示す。 
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視線 

中央制御室待避室 

中央制御室間の出入り扉 

：中央制御室待避室の遮蔽及び気密バウンダリ 
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表 2－2 中央制御室待避室の基本構成の詳細（遮蔽パネル標準納まりのケース＊） 

（1）構造フレームの接合状態 （2）遮蔽パネル接合後 （3）気密用鋼板接合後 

・②構造フレーム（鋼板）は, ①構造フレーム（鉄骨）に

溶接にて接合する（   部）。

・②構造フレーム（鋼板）は, ④気密用鋼板取付けのため

凸型形状となっている（   部）。

・③遮蔽パネルは, ②構造フレーム（鋼板）の凸型部（ 部）で 

囲まれる空間に取付く。

・③遮蔽パネルは, 待避室外側から①構造フレーム（鉄骨）に

ボルトにて接合する（   部）。

・④気密用鋼板は, ③遮蔽パネルの待避室内側に取付く。

・④気密用鋼板同士は, ②構造フレーム（鋼板）凸型部の上部で

全周溶接にて接合する（   部）。

注記＊：③遮蔽パネルは, ②構造フレーム（鋼板）からボルト 6本で固定される納まりもある。③遮蔽パネルの評価に際しては, 両方のケースについて評価を実施している。 

待避室外側 
待避室外側 

待避室内側 待避室内側 

③遮蔽パネル ④気密用鋼板

待避室外側 

③遮蔽パネル

待避室内側 

①構造フレーム

（鉄骨）

②構造フレーム（鋼板） 

凸型部

⑦遮蔽パネル接合部

ボルト穴

①構造フレーム

（鉄骨）

②構造フレーム（鋼板） 

凸型部
②構造フレーム（鋼板） 

凸型部
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2.3 遮蔽気密扉 

中央制御室待避室の入口には, 遮蔽性能及び気密性能を有する扉（以下「遮蔽気密扉」

という。）を設置する。遮蔽気密扉は, 中央制御室待避室のバウンダリを構成し, 扉本体及

び扉枠に鉛板 を使用することで遮蔽性能を，

の気密仕様とすることで気密性能を担保する。概略構造を図 2－7に示す。 

遮蔽気密扉は, 想定する地震動に対しヒンジ及び締付装置について応力評価を行い, 構

造成立性を確認している。詳細は添付資料-4 に示す。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－7 遮蔽気密扉の概略構造図 

 

キープラン 

遮蔽気密扉 

中央制御室待避室 
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2.4 貫通部 

中央制御室待避室には, 中央制御室待避室への空気の供給, 中央制御室待避室からの空

気の排出等を目的とした配管布設のための貫通部が, 天井部および壁部に設けられてい

る。貫通部には, 鉛板 および鋼板を使用したスリーブ及びボックスから構成

される構造物（以下「貫通部遮蔽体」という。）を設置し, 配管経路をクランク構造とす

ることにより, 遮蔽性能を担保している。また, 貫通部遮蔽体は溶接接合または耐火シー

ルにより, 貫通部遮蔽体と配管との取合い部はシリコンゴム等の充填により, 貫通部の気

密性能を担保している。 

貫通部遮蔽体の概略構造（配管貫通部の例）について図 2－8に示す。 

 

 

図 2－8 貫通部遮蔽体の概略構造図（配管貫通部の例） 
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3．要求機能及び評価対象部位の整理 

中央制御室待避室遮蔽は構造強度の確保並びに，気密性及び遮蔽性の維持が要求される設

備に該当する。 

気密性の維持については，Ⅵ-2-1-1「耐震設計の基本方針」において「気密性の維持が要

求される施設は，（中略）重大事故等対処施設の施設区分に応じた地震動に対して「5.1 構

造強度」に基づく構造強度の確保に加えて，構造強度の確保と換気設備の性能があいまって

施設の気圧差を確保することで，十分な気密性を確保できる設計とする。」と記載してい

る。 

また，遮蔽性の維持については，Ⅵ-2-1-1「耐震設計の基本方針」において「遮蔽性の維

持が要求される施設については，（中略）重大事故等対処施設の施設区分に応じた地震動に

対して，「5.1 構造強度」に基づく構造強度を確保し，遮蔽体の形状及び厚さを確保するこ

とで，遮蔽性を維持する設計とする。」と記載している。 

したがって，気密性及び遮蔽性の維持については基準地震動Ｓｓに対する構成部材の構造

強度を確保し，更に気密性においては換気設備の性能と合わせて気圧差を確保できることを

確認する。 

要求機能毎の評価対象部位, 機能維持の考え方及び許容限界について, 表 3－1に示す。 
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蔽
パ
ネ
ル
 

部
材
に
生
じ
る
応
力
が
構
造
強
度
を
確
保
す
る

た
め
の
許
容
限
界
を
超
え
な
い
こ
と
を
確
認
 

Ⅲ
Ａ
Ｓ
 

短
期
許
容
応
力
度
 

⑧
遮
蔽
気
密
扉
 

扉
に
生
じ
る
応
力
が
構
造
強
度
を
確
保
す
る
た

め
の
許
容
限
界
を
超
え
な
い
こ
と
を
確
認
 

Ⅲ
Ａ
Ｓ
 

短
期
許
容
応
力
度
 

中
央
制
御
室
遮
蔽
（
壁
）

*  
最
大
応
答
せ
ん
断
ひ
ず
み
が
遮
蔽
性
を
維
持
す

る
た
め
の
許
容
限
界
を
超
え
な
い
こ
と
を
確
認
 

せ
ん
断
ひ
ず
み
 

2
.
0×

10
-3
 

注
記
＊
：
Ⅵ
-2
-8
-4
-3
「
中
央
制
御
室
遮
蔽
（
１
，
２
号
機
共
用
）
の
耐
震
性
に
つ
い
て
の
計
算
書
」
に
て
評
価
を
実
施
 

 
 
 
 
中
央
制
御
室
待
避
室
を
支
持
す
る
基
礎
ボ
ル
ト
（
ケ
ミ
カ
ル
ア
ン
カ
）
の
反
力
に
よ
る
影
響
評
価
に
つ
い
て
は

, 
添
付
資
料

-3
に
示
す
。
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表
3
－
1 

要
求
機
能
毎
の
評
価
対
象
部
位
, 
機
能
維
持
の
考
え
方
及
び
許
容
限
界
（
2
/2
）
 

要
求
機
能
 

機
能
設
計
上
の
性
能
目
標
 

地
震
力
 

評
価
対
象
部
位
 

機
能
維
持
の
た
め
の
考
え
方
 

許
容
限
界
 

気
密
性
 

構
造
強
度
を
有
す
る
こ
と
。
 

基
準
地
震
動

Ｓ
ｓ
 

④
気
密
用
鋼
板
 

部
材
に
生
じ
る
応
力
が
構
造
強
度
を
確
保
す
る
た

め
の
許
容
限
界
を
超
え
な
い
こ
と
を
確
認
 

Ⅲ
Ａ
Ｓ
 

短
期
許
容
応
力
度
 

⑧
遮
蔽
気
密
扉
 

扉
に
生
じ
る
応
力
が
構
造
強
度
を
確
保
す
る
た
め

の
許
容
限
界
を
超
え
な
い
こ
と
を
確
認
 

Ⅲ
Ａ
Ｓ
 

短
期
許
容
応
力
度
 

せ
ん
断
ひ
ず
み
を
用
い
て
空

気
漏
え
い
量
を
算
定
し
, 
設

置
す
る
換
気
設
備
の
性
能
以

下
で
あ
る
こ
と
。
 

中
央
制
御
室
遮
蔽
（
壁
）
 

最
大
応
答
せ
ん
断
ひ
ず
み
が
気
密
性
を
維
持
す
る

た
め
の
許
容
限
界
を
超
え
な
い
こ
と
を
確
認
 

せ
ん
断
ひ
ず
み
 

2
.
0×

10
-3
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4．許容限界について 

Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」において常設重大事故緩和設備の許容応力状態はⅣＡＳ

及びⅤＡＳが適用されるが，遮蔽性及び気密性の維持の観点から，当該構造物の変形能力に

対して十分な余裕を有するよう，遮蔽及び気密機能に係る部材については，許容応力状態 

ⅢＡＳを適用する。 

具体的には，基礎ボルト(ケミカルアンカ)（図 4－1参照）以外の部材について許容応力

状態ⅢＡＳを適用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－1 許容応力状態ⅢＡＳを適用しない部位（赤枠内参照）  

基礎ボルト(ケミカルアンカ) 

構造フレーム（鉄骨） 

+X(E) 

+Z(U) 

+Y(N) 

+Z(U) 

構造フレーム接合部高力ボルト 

中央制御室待避室の断面図 

（Ｂ～Ｂ矢視図） 

 

中央制御室待避室の断面図 

（Ｃ～Ｃ矢視図） 

 

キープラン 
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5．
評
価
対
象
部
位
ご
と
の
評
価
方
法
及
び
適
用
規
格
 

 

表
5－

1 
評
価
対
象
部
位
ご
と
の
評
価
方
法
及
び
適
用
規
格
 

No
. 

評
価
対
象
部
位
 

評
価
対
象
と
な
る
 

応
力
（
力
）
の
種
類
 

評
価
方
法
 

適
用
規
格
 

①
 

構
造
フ
レ
ー
ム
（
鉄
骨
）
 

引
張

,
 圧

縮
, 
せ
ん
断
, 

曲
げ

,
 組

合
せ
 

発
生
す
る

各
種
応
力
が

,
 
鋼
構
造
設
計

規
準
に
て

算
出
さ
れ
る
許
容
応
力
を
下
回
る
こ
と
を
確
認
 

鋼
構
造
設
計
規
準
 

－
許
容
応
力
度
設
計
法
－
 

②
 

構
造
フ
レ
ー
ム
（
鋼
板
）
 

引
張

,
 圧

縮
, 
せ
ん
断
, 
 

曲
げ

,
 組

合
せ
 

発
生
す
る

各
種
応
力
が

,
 
鋼
構
造
設
計

規
準
に
て

算
出
さ
れ
る
許
容
応
力
を
下
回
る
こ
と
を
確
認
 

鋼
構
造
設
計
規
準
 

－
許
容
応
力
度
設
計
法
－
 

③
 

遮
蔽
パ
ネ
ル
 

組
合
せ
 

発
生
す
る

組
合
せ
応
力
が

,
 
許
容
引
張

応
力
以
下

で
あ
る
こ
と
を
確
認
 

鋼
構
造
設
計
規
準
 

－
許
容
応
力
度
設
計
法
－
 

④
 

気
密
用
鋼
板
 

組
合
せ
 

発
生
す
る

組
合
せ
応
力
が

,
 
許
容
引
張

応
力
以
下

で
あ
る
こ
と
を
確
認
 

鋼
構
造
設
計
規
準
 

－
許
容
応
力
度
設
計
法
－
 

⑤
 

基
礎
ボ
ル
ト
 

（
ケ
ミ
カ
ル
ア
ン
カ
）
 

引
張

,
 せ

ん
断
, 
組
合
せ
 

発
生
す
る
引
張
, 

せ
ん
断
, 

組
合
せ
力
が

,
 
各
々

の
許
容
力
を
下
回
る
こ
と
を
確
認
 

各
種
合
成
構
造
設
計
指
針
・
同

解
説
 

⑥
 

構
造
フ
レ
ー
ム
接
合
部
 

高
力
ボ
ル
ト
 

せ
ん
断

＊
1  

発
生
す
る

せ
ん
断
力
が

,
 
許
容
せ
ん
断

力
を
下
回

る
こ
と
を
確
認
 

鋼
構
造
設
計
規
準
 

－
許
容
応
力
度
設
計
法
－
 

⑦
 

遮
蔽
パ
ネ
ル
接
合
部
ボ
ル
ト
 

引
張

,
 せ

ん
断
, 
組
合
せ

＊
2  

発
生
す
る
引
張
及
び
せ
ん
断
力
が
,
 
J
I
S
 
B
 
10
5
1

規
定

の
保

証
荷

重
試

験
力

に
基

づ
き

鋼
構

造
設

計

規
準
に
て

算
出
す
る
許
容
引
張
力

, 
許
容
せ
ん

断

力
を
下
回
る
こ
と
を
確
認
 

鋼
構
造
設
計
規
準
 

－
許
容
応
力
度
設
計
法
－
 

J
I
S
 
B
 1
0
5
1 

注
記
＊
1：

鋼
構
造
設
計
規
準
に
は
，
引
張
り
・
圧
縮
各
々
に
対
す
る
許
容
耐
力
が
規
定
さ
れ
て
い
る
が
，
本
高
力
ボ
ル
ト
は
摩
擦
接
合
形
式
の
た
め
引
張
力
は
発
生
し
な
い
。
 

し
た
が
っ
て
，
せ
ん
断
の
み
を
対
象
と
す
る
。
 

＊
2：

組
合
せ
は
，
鋼
構
造
設
計
規
準
に
規
定
さ
れ
て
い
る
許
容
引
張
力
の
算
定
式
に
含
ま
れ
る
。
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6．解析モデル 

中央制御室待避室遮蔽の耐震評価は図 6－1に示す３つの解析モデルを用いて実施した。

各解析モデルの目的及び概要を以下に示す。 

なお, 中央制御室待避室と隣室は一体構造のため, 隣室を含めてモデル化の上, 解析を実

施した。 

 

（１）モデル 1 

  ａ．目的 

   ・固有値解析 

・構造フレームの断面算定 

・基礎ボルト（ケミカルアンカ）評価用の反力算出 

・モデル 2及びモデル 3の評価対象部位の選定（最大ひずみ発生箇所の抽出） 

・遮蔽パネル接合部の応力評価 

 

  ｂ．概要 

・構造フレームをはり要素としてモデル化する。構造フレームの種別, 断面サイズ及

び解析モデル図との対応を添付資料-1に示す。 

   ・上記部材は，原則として部材芯でモデル化する。 

   ・遮蔽パネル・気密用鋼板をシェル要素としてモデル化する。 

   ・制御室建物壁との取合い点は，剛部材（ピン結合）とする。 

   ・構造フレーム（鉄骨）部材同士のウェブとウェブ，フランジとフランジを高力ボル

ト接合する場合は，剛結合とする。 

   ・構造フレーム（鉄骨）部材同士のウェブのみを高力ボルト接合する場合は，剛部材

（ピン結合）とする。 

   ・モデル化を行っていない部材（扉等）の質量は，近傍の構造フレームやシェル要素

の重量を割り増すことにより適切に反映する。扉重量は，扉枠を支持する近傍の構

造フレーム（鉄骨，鋼板）へ付加する。積載荷重は，等分布荷重として床のシェル

要素に付加する。扉の重量設定に係る具体的なイメージを添付資料-2 に示す。 

   ・構造フレーム（鉄骨，鋼板）と遮蔽パネルは，遮蔽パネル接合部ボルトで固定して

いるため，接合部ボルト位置のはり上の節点とシェル上の節点を同一節点とする。 

   ・構造フレーム（鋼板）と気密用鋼板は，溶接で固定しているため，溶接位置のはり

上の節点とシェル上の節点を同一節点とする。 

   ・モデル 1の要素数は 4618 要素，節点数は 2646 節点 

   ・モデル 1のシェル要素のメッシュサイズは，22～705 mm 
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（２）モデル 2 

  ａ．目的 

   ・遮蔽パネルの応力評価 

 

  ｂ．概要 

   ・モデル 1で選定した評価対象部位の遮蔽パネル 1 枚をシェル要素として単体でモデ

ル化し，構造フレーム（鉄骨，鋼板）との接合部位置を剛部材（ピン結合）とす

る。 

   ・評価対象部位は, 遮蔽パネルの接合条件に応じて, 標準納まり及び床納まりの 2ケ

ースから選定する（それぞれ, モデル 2-1 及びモデル 2-2 という。）。 

   ・モデル 1のモデル化範囲に合わせ，部材芯範囲でモデル化する。 

   ・接合部にモデル 1の変位量を強制変位として与える。 

   ・遮蔽パネルの慣性力を考慮する。 

   ・モデル 2のシェル要素の分割は，パネルに生じる応力を適切に表現できるようにす

る。 

   ・シェル要素の要素数は 560～759 要素，節点数は 609～816 節点 

   ・シェル要素のメッシュサイズは，21～26 ㎜ 

 

（３）モデル 3 

  ａ．目的 

   ・気密用鋼板の応力評価 

 

  ｂ．概要 

   ・モデル 1で選定した評価対象部位の気密用鋼板 1 枚をシェル要素として単体でモデ

ル化し，構造フレーム（鋼板）との接合部位置を剛結合とする。 

   ・モデル 1のモデル化範囲に合わせ，部材芯範囲でモデル化する。 

   ・モデル 1の接合部には, モデル 1の変位量を強制変位として与える。その他の気密

用鋼板と構造フレーム（鋼板）との接合部には, モデル 1の接合部変位量を線形補

間した変位量を, 強制変位として与える。 

   ・気密用鋼板の慣性力を考慮する。 

   ・モデル 3のシェル要素の分割は，パネルに生じる応力を適切に表現できるようにす

る。 

   ・シェル要素の要素数は 952 要素，節点数は 1015 節点 

   ・シェル要素のメッシュサイズは，21～28 ㎜ 

 

  図 6－2 にモデル 1における遮蔽パネルのひずみ分布図と最大ひずみとなる遮蔽パネル位

置及びモデル 2における遮蔽パネル応力度分布を示す。 
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  図 6－3 にモデル 1における気密用鋼板のひずみ分布図と最大ひずみとなる気密用鋼板位

置及びモデル 3における気密用鋼板応力度分布を示す。 
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図 6－1 解析モデル概要図 

  

モデル 1 

遮蔽パネル接合位置図（標準納まり） 

気密用鋼板接合位置図 

構造フレーム 
（鋼板） 

構造フレーム 
（鋼板） 

モデル 1 

遮蔽パネル分割例 

構造フレーム（鉄骨）と遮蔽パネルの接合点： 
剛部材（ピン結合） 

気密用鋼板 

遮蔽パネル 

構造フレーム(鉄骨） 

構造フレーム(鉄骨） 

構造フレーム(鋼板） 

構造フレーム(鉄骨） 構造フレーム(鋼板） 

構造フレーム（鉄骨） 

構造フレーム（鋼板）：4辺 

構造フレーム（鋼板）と気密用鋼板
の接合点：剛結合 

モデル 2-1 

遮蔽パネル分割例（＊1） 

気密用鋼板は, 周囲を溶接にて構造フレーム（鋼板）と接合 

モデル 1 

気密用鋼板分割例 

モデル 3 

気密用鋼板分割例（＊2） 

注記＊1：モデル 1の接合点を剛部材（ピン結合）とし, モデル 1の変位量を与える。 

＊2：モデル 1の接合点及びその他の構造フレーム（鋼板）と気密用鋼板の接合点を剛結合とする。 

モデル 1の接合点にはモデル 1の変位量を与え, その他接合点には線形補間により算出した変位量を与える。 

壁との固定点 

遮蔽パネル 

気密用鋼板 
構造フレーム 
（鉄骨） 

構造フレーム 
（鉄骨） 

遮蔽パネル接合位置図（床納まり） 
モデル 1 

遮蔽パネル分割例 

モデル 2-2 

遮蔽パネル分割例（＊1） 

構造フレーム 
（鋼板） 

構造フレーム 
（鉄骨） 

構造フレーム（鋼板）と遮蔽パネルの接合点： 
剛部材（ピン結合） 

構造フレーム（鋼板） 

遮蔽パネル 

遮蔽パネルは, ボルトにて構造フレーム（鉄骨）と接合 

+Y(N) +X(E) 

+Z(U) 

遮蔽パネルは, ボルトにて構造フレーム（鋼板）と接合 
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図 6－2 遮蔽パネルひずみ分布（モデル 1）及び応力度分布（モデル 2）（1/2） 
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図 6－2 遮蔽パネルひずみ分布（モデル 1）及び応力度分布（モデル 2）（2/2） 
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図 6－3 気密用鋼板ひずみ分布（モデル 1）及び応力度分布（モデル 3） 
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1-1 

 

構造フレーム（鉄骨及び鋼板）の種別, 断面サイズ及び解析モデル図 

 

 

次頁以降に, 構造フレーム（鉄骨）と構造フレーム（鋼板）の解析モデル図（凡例の記

号は上表内の記号と対応）を示す。 

  

添付資料-1 
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1-2 
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1-3 
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1-4 
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1-5 
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1-6 
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1-7 
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1-8 
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2-1 

 

遮蔽気密扉の重量設定方法 

 

 

 

 

 

 

 

添付資料-2 
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3-1 

 

中央制御室待避室を支持する壁の耐震評価 

 

1. 検討概要 

中央制御室待避室は，基礎ボルトを介して制御室建物の南面及び東面の耐震壁で支持

する構造となっている。 

本資料では，中央制御室待避室を支持する制御室建物の耐震壁（以下「待避室支持壁」

という。）について，Ｓｓ地震時の中央制御室待避室の面外反力及び待避室支持壁の面

外慣性力に対して十分な構造強度を有していることを確認する。 

  

添付資料-3 

34



3-2 

2. 構造概要 

待避室支持壁の構造概要を図 2－1 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) 中央制御室の概略平面図 (b) a 部中央制御室待避室平面拡大図 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(c) 南面支持壁 (d) 東面支持壁 

 

図 2－1 待避室支持壁の構造概要  

  

評価対象壁 

（南面） 

評価対象壁 

（東面） 

+X(E) 

+Y(N) 

cA 

cB 

cC 

c5 c4 c3 c2 c1 

cD 

cE 

X1 

+Z(U) 

+X(E) 

Y1 Y2 

+Y(N) 

+Z(U) 

X8 X7 X6 X5 X4 X3 X2 X1 

cD 

評価対象壁 

（東面） Y1 

cE Y2 

評価対象壁（南面） 
c1 c2 

a 

X2 
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3. 検討方針 

待避室支持壁の評価は，ＦＥＭモデルを用いた弾性応力解析により行う。 

Ｓｓ地震時の中央制御室待避室の面外反力及び待避室支持壁の面外慣性力の組合せに

より発生する応力が「原子力施設鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説（（社）日本

建築学会，2005 制定）」（以下「ＲＣ－Ｎ規準」という。）に基づき設定した許容限界を

超えないことを確認する。 

 

4. 設計用地震力 

(1)  中央制御室待避室の面外反力 

中央制御室待避室の面外反力は，Ⅵ-2-8-4-4「中央制御室待避室遮蔽の耐震性に

ついての計算書」による結果に基づく設計用震度Ⅱによる基礎ボルト反力を用いる。 

 

(2)  待避室支持壁の面外慣性力 

待避室支持壁の面外慣性力は，Ⅵ-2-2-5「制御室建物の地震応答計算書」の結果

に基づき，材料物性の不確かさを考慮した EL22.05m におけるＳｓ地震時の水平方向

最大応答加速度により設定した評価用震度に基づき算定する。 

待避室支持壁の評価用震度を表 4－1 に示す。 

 

表 4－1 待避室支持壁の評価用震度 

方向 
EL 

(m) 

最大応答加速度＊ 

(cm/s2) 
評価用震度 

ＮＳ 

（南面支持壁評価用） 
22.05 

1367 

(Ｓｓ－Ｄ，ケース 1) 
1.40 

ＥＷ 

（東面支持壁評価用） 

1984 

（Ｓｓ－Ｄ，ケース 2） 
2.03 

注記＊：Ⅵ-2-2-5「制御室建物の地震応答計算書」による結果に基づき材料物性の不

確かさを考慮した値 
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5. 荷重及び荷重の組合せ 

(1) 荷重 

a. 固定荷重（Ｇ） 

固定荷重として待避室支持壁の自重を考慮する。 

 

b. 地震荷重 

    (a) 面外慣性力（Ｓｓ） 

待避室支持壁の面外慣性力は，「4.設計用地震力」で設定した評価用震度を

用いて算定する。 

(b) 中央制御室待避室の面外反力（Ｕｓ） 

中央制御室待避室の面外反力は，Ⅵ-2-8-4-4「中央制御室待避室遮蔽の耐

震性についての計算書」の中央制御室待避室遮蔽の解析モデルによる応力解

析により，基礎ボルト位置に生じる反力を考慮する。 

 

(2) 荷重の組合せ 

待避室支持壁の評価に用いる荷重の組合せを表 5－1 に示す。 

 

表 5－1 荷重の組合せ 

外力の状態 荷重の組合せ 

Ｓｓ地震時 Ｇ＋Ｓｓ＋Ｕｓ 

Ｇ ：固定荷重 

Ｓｓ：面外慣性力 

Ｕｓ ：中央制御室待避室の面外反力 
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6. 許容限界 

(1) コンクリート 

「ＲＣ－Ｎ規準」に基づき算定した短期許容応力度を表 6－1 に示す。 

 

表 6－1 コンクリートの短期許容応力度 

（単位：N/mm2） 

設計基準強度 

Ｆｃ 
圧縮 せん断 

22.1 14.6 1.06 

 

(2) 鉄筋 

「ＲＣ－Ｎ規準」に基づく許容応力度を表 6－2 に示す。 

 

表 6－2 鉄筋の許容応力度 

（単位：N/mm2） 

種別 
引張及び 

圧縮 
せん断 

SD35 

（SD345 相当） 
345＊ 345 

注記＊：材料強度は許容応力度（引張及び圧縮）を 1.1 倍して 

算定する。 
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7. 評価方法 

(1) 解析モデル及び諸元 

応力解析は，ＦＥＭモデルを用いた弾性応力解析とする。解析には，解析コード

「ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ」を用いる。 

解析モデルの概念図を図 7－1 に，解析モデル図を図 7－2 に示す。 

解析モデルに使用するＦＥＭ要素はシェル要素とし，境界条件は柱及びはりを固

定とする。 

使用材料の物性値を表 7－1 に示す。 

 

 

 

図 7－1 解析モデルの概念図 

  

ス
パ
ン
内
法
高
さ

面
外
慣
性
力
(全
節
点
)

面外反力

：固定端とする部分を示す

：中央制御室待避室遮蔽の
　解析モデルとの取合い点
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(a) 南面支持壁 

 

(b) 東面支持壁 

図 7－2 解析モデル 

 

表 7－1 使用材料の物性値 

コンクリートの 

設計基準強度 

Ｆｃ(N/mm2) 

ヤング係数 

Ｅ(N/mm2) 

ポアソン比 

ν 

22.1 2.20×104 0.2 

  

+X(E) 

+Z(U) 

+Y(N) 

+Z(U) 
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(2) 荷重ケース 

Ｓｓ地震時の応力は，次の荷重を組み合わせて求める。 

 

Ｇ  ：固定荷重 

ＳｓＳＮ ：Ｓ→Ｎ方向 面外慣性力 

ＳｓＷＥ ：Ｗ→Ｅ方向 面外慣性力 

Ｕｓｉ   ：中央制御室待避室の面外反力 
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(3) 荷重の組合せケース 

Ⅵ-2-8-4-4「中央制御室待避室遮蔽の耐震性についての計算書」における中央制

御室待避室の解析ケースに対して求まる面外反力と，待避室支持壁の評価用震度に

よる面外慣性力を組み合わせる。 

待避室支持壁評価における荷重の組合せケースを表 7－2 に示す。 

 

表 7－2(1) 待避室支持壁評価における荷重の組合せケース 

(a) 南面支持壁 

外力の状態 
ケース

No. 
荷重の組合せ＊ 

Ｓｓ地震時 

1-1 Ｇ＋1.0ＳｓＳＮ＋Ｕｓ1 

1-2 Ｇ＋1.0ＳｓＳＮ＋Ｕｓ2 

1-3 Ｇ＋1.0ＳｓＳＮ＋Ｕｓ3 

1-4 Ｇ＋1.0ＳｓＳＮ＋Ｕｓ4 

1-5 Ｇ－1.0ＳｓＳＮ＋Ｕｓ5 

1-6 Ｇ－1.0ＳｓＳＮ＋Ｕｓ6 

1-7 Ｇ－1.0ＳｓＳＮ＋Ｕｓ7 

1-8 Ｇ－1.0ＳｓＳＮ＋Ｕｓ8 

1-9 Ｇ＋0.4ＳｓＳＮ＋Ｕｓ9 

1-10 Ｇ－0.4ＳｓＳＮ＋Ｕｓ10 

1-11 Ｇ＋0.4ＳｓＳＮ＋Ｕｓ11 

1-12 Ｇ－0.4ＳｓＳＮ＋Ｕｓ12 

1-13 Ｇ＋0.4ＳｓＳＮ＋Ｕｓ13 

1-14 Ｇ－0.4ＳｓＳＮ＋Ｕｓ14 

1-15 Ｇ＋0.4ＳｓＳＮ＋Ｕｓ15 

1-16 Ｇ－0.4ＳｓＳＮ＋Ｕｓ16 

1-17 Ｇ＋0.4ＳｓＳＮ＋Ｕｓ17 

1-18 Ｇ＋0.4ＳｓＳＮ＋Ｕｓ18 

1-19 Ｇ－0.4ＳｓＳＮ＋Ｕｓ19 

1-20 Ｇ－0.4ＳｓＳＮ＋Ｕｓ20 

1-21 Ｇ＋0.4ＳｓＳＮ＋Ｕｓ21 

1-22 Ｇ＋0.4ＳｓＳＮ＋Ｕｓ22 

1-23 Ｇ－0.4ＳｓＳＮ＋Ｕｓ23 

1-24 Ｇ－0.4ＳｓＳＮ＋Ｕｓ24 

注記＊：中央制御室待避室の面外反力Ｕs1～Ｕs24 と中央制御室待避室遮蔽の

解析ケースの対応は，「参考資料 中央制御室待避室の面外反力及

び荷重の組合せ」に示す。 
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表 7－2(2) 待避室支持壁評価における荷重の組合せケース 

(b) 東面支持壁 

外力の状態 
ケース 

No. 
荷重の組合せ＊ 

Ｓｓ地震時 

2-1 Ｇ＋0.4ＳｓＷＥ＋Ｕｓ1 

2-2 Ｇ－0.4ＳｓＷＥ＋Ｕｓ2 

2-3 Ｇ＋0.4ＳｓＷＥ＋Ｕｓ3 

2-4 Ｇ－0.4ＳｓＷＥ＋Ｕｓ4 

2-5 Ｇ＋0.4ＳｓＷＥ＋Ｕｓ5 

2-6 Ｇ－0.4ＳｓＷＥ＋Ｕｓ6 

2-7 Ｇ＋0.4ＳｓＷＥ＋Ｕｓ7 

2-8 Ｇ－0.4ＳｓＷＥ＋Ｕｓ8 

2-9 Ｇ＋1.0ＳｓＷＥ＋Ｕｓ9 

2-10 Ｇ＋1.0ＳｓＷＥ＋Ｕｓ10 

2-11 Ｇ＋1.0ＳｓＷＥ＋Ｕｓ11 

2-12 Ｇ＋1.0ＳｓＷＥ＋Ｕｓ12 

2-13 Ｇ－1.0ＳｓＷＥ＋Ｕｓ13 

2-14 Ｇ－1.0ＳｓＷＥ＋Ｕｓ14 

2-15 Ｇ－1.0ＳｓＷＥ＋Ｕｓ15 

2-16 Ｇ－1.0ＳｓＷＥ＋Ｕｓ16 

2-17 Ｇ＋0.4ＳｓＷＥ＋Ｕｓ17 

2-18 Ｇ－0.4ＳｓＷＥ＋Ｕｓ18 

2-19 Ｇ＋0.4ＳｓＷＥ＋Ｕｓ19 

2-20 Ｇ－0.4ＳｓＷＥ＋Ｕｓ20 

2-21 Ｇ＋0.4ＳｓＷＥ＋Ｕｓ21 

2-22 Ｇ－0.4ＳｓＷＥ＋Ｕｓ22 

2-23 Ｇ＋0.4ＳｓＷＥ＋Ｕｓ23 

2-24 Ｇ－0.4ＳｓＷＥ＋Ｕｓ24 

注記＊：中央制御室待避室の面外反力Ｕs1～Ｕs24 と中央制御室待避室遮蔽

の解析ケースの対応は，「参考資料 中央制御室待避室の面外反力

及び荷重の組合せ」に示す。 
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(4) 断面の評価方法 

待避室支持壁の断面の評価は以下の方法で行う。 

曲げモーメント及び面外せん断力を算定し，各許容限界を超えないことを確認す

る。 

断面力成分を図 7－3 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7－3 断面力成分 

 

a. 曲げモーメントに対する断面の評価方法 

断面の評価は，「ＲＣ－Ｎ規準」に基づき，評価対象部位に生じる曲げモー

メントが次式をもとに計算した許容曲げモーメントを超えないことを確認する。 

 

ＭＡ＝ａｔ・ｆｔ・ｊ 

 

ここで， 

ＭＡ ：許容曲げモーメント（N・mm） 

ａｔ ：引張鉄筋断面積（mm2） 

ｆｔ ：鉄筋の許容引張応力度で，表 6－2 に示す値＊（N/mm2） 

ｊ  ：断面の応力中心間距離で，断面の有効せいの 7/8 倍の値（mm） 

注記＊：「平 12 建告第 2464 号」に基づく鉄筋の材料強度（F 値の 1.1 倍）

による。 

  

Mx(My),Mz ：曲げモーメント kN・m/m 

Qx(Qy),Qz ：面外せん断力  kN/m 

 

X は南面支持壁を，Y は東面支持壁を示す。 

応力の符号（矢印の方向を正とする。） 

Mx(My) 

 Qx(Qy) 

Qz 

X(Y)方向 

Mz

Z 方向
Mz Qz 

 Qx(Qy) 

Mx(My) 
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b. 面外せん断力に対する断面の評価方法 

断面の評価は，「ＲＣ－Ｎ規準」に基づき，評価対象部位に生じる面外せん

断力が，次式をもとに計算した許容面外せん断力を超えないことを確認する。 

 

ＱＡ＝ｂ・ｊ・α・ｆｓ 

 

ここで， 

ＱＡ ：許容面外せん断力（N） 

ｂ  ：断面の幅（mm） 

ｊ  ：断面の応力中心間距離で，断面の有効せいの 7/8 倍の値（mm） 

α  ：許容せん断力の割増し係数 

（2 を超える場合は 2，1 未満の場合は 1 とする。） 

4
α

Ｍ／(Ｑ ｄ)＋1



 

Ｍ ：曲げモーメント（N･mm） 

Ｑ ：せん断力（N） 

ｄ ：断面の有効せい（mm） 

ｆｓ ：コンクリートの短期許容せん断応力度で，表 6－1 に示す値 

（N/mm2） 
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8. 断面の評価結果 

評価結果については，各待避室支持壁について曲げモーメント及び面外せん断力に対

する検討において，検定値が最大となる要素をそれぞれ選定する。 

待避室支持壁の断面の評価結果を表 8－1 に示す。 

発生する曲げモーメント及び面外せん断力が許容限界を超えないことを確認した。 

 

表 8－1 待避室支持壁の断面の評価結果 

検討ケース Ｓｓ地震時 

検討位置 南面支持壁 東面支持壁 

厚さｔ(mm) 

×幅ｂ（mm） 
×1000 ×1000 

有効せいｄ（mm）   

配
筋 

縦筋 

（鉄筋断面積） 

D22＠200 

（1935 mm2/m） 

D19＠200 

（1435 mm2/m） 

横筋 

（鉄筋断面積） 

D22＠200 

（1935 mm2/m） 

D19＠200 

（1435 mm2/m） 

曲
げ
モ
ー
メ
ン
ト 

方向 Ｚ方向 Ｚ方向 

発生曲げ 

モーメント 

Ｍ（kN・m/m） 

65.6 95.9 

許容限界 

（kN・m/m） 
263.0 197.4 

検定値 0.25 0.49 

面
外
せ
ん
断
力 

方向 Ｚ方向 Ｚ方向 

発生せん断力 

Ｑ（kN/m） 
206.4 270.3 

許容限界 

（kN/m） 
760.5 769.8 

検定値 0.28 0.36 

判定 可 可 
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参考資料 

 

中央制御室待避室の面外反力及び荷重の組合せ 

 

Ⅵ-2-8-4-4「中央制御室待避室遮蔽の耐震性についての計算書」の中央制御室待避室遮

蔽の評価における荷重の組合せと面外反力の対応を表１に示す。 

 

表 1 中央制御室待避室遮蔽の評価における荷重の組合せと面外反力の対応 

外力の状態 面外反力 

中央制御室待避室の荷重の組合せ＊1 

ケース 

No. 

設計用震度＊2 

ＮＳ方向 ＥＷ方向 鉛直方向 

Ｓｓ地震時 

Ｕｓ1 1 1.0ＣＨ 0.4ＣＨ 0.4ＣＶ 

Ｕｓ2 2 1.0ＣＨ －0.4ＣＨ 0.4ＣＶ 

Ｕｓ3 3 1.0ＣＨ 0.4ＣＨ －0.4ＣＶ 

Ｕｓ4 4 1.0ＣＨ －0.4ＣＨ －0.4ＣＶ 

Ｕｓ5 5 －1.0ＣＨ 0.4ＣＨ 0.4ＣＶ 

Ｕｓ6 6 －1.0ＣＨ －0.4ＣＨ 0.4ＣＶ 

Ｕｓ7 7 －1.0ＣＨ 0.4ＣＨ －0.4ＣＶ 

Ｕｓ8 8 －1.0ＣＨ －0.4ＣＨ －0.4ＣＶ 

Ｕｓ9 9 0.4ＣＨ 1.0ＣＨ 0.4ＣＶ 

Ｕｓ10 10 －0.4ＣＨ 1.0ＣＨ 0.4ＣＶ 

Ｕｓ11 11 0.4ＣＨ 1.0ＣＨ －0.4ＣＶ 

Ｕｓ12 12 －0.4ＣＨ 1.0ＣＨ －0.4ＣＶ 

Ｕｓ13 13 0.4ＣＨ －1.0ＣＨ 0.4ＣＶ 

Ｕｓ14 14 －0.4ＣＨ －1.0ＣＨ 0.4ＣＶ 

Ｕｓ15 15 0.4ＣＨ －1.0ＣＨ －0.4ＣＶ 

Ｕｓ16 16 －0.4ＣＨ －1.0ＣＨ －0.4ＣＶ 

Ｕｓ17 17 0.4ＣＨ 0.4ＣＨ 1.0ＣＶ 

Ｕｓ18 18 0.4ＣＨ －0.4ＣＨ 1.0ＣＶ 

Ｕｓ19 19 －0.4ＣＨ 0.4ＣＨ 1.0ＣＶ 

Ｕｓ20 20 －0.4ＣＨ －0.4ＣＨ 1.0ＣＶ 

Ｕｓ21 21 0.4ＣＨ 0.4ＣＨ －1.0ＣＶ 

Ｕｓ22 22 0.4ＣＨ －0.4ＣＨ －1.0ＣＶ 

Ｕｓ23 23 －0.4ＣＨ 0.4ＣＨ －1.0ＣＶ 

Ｕｓ24 24 －0.4ＣＨ －0.4ＣＨ －1.0ＣＶ 

注記＊1：ＣＨ及びＣＶはⅥ-2-8-4-4「中央制御室待避室遮蔽の耐震性についての計算書」の表 4－5 

設計用地震力（重大事故等対処設備）における水平方向及び鉛直方向の設計用震度を示す。 

＊2：荷重の向きは，Ｓ→Ｎ，Ｗ→Ｅ，Ｕ→Ｄを正とする。 
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遮蔽気密扉の健全性評価 

 

1. 概要 

本計算書はⅥ-2-1-9「機能維持の基本方針」の構造強度及び機能維持の設計方針に基

づき，中央制御室待避室遮蔽の遮蔽気密扉が地震力に対して十分な構造強度を有してい

ることを説明するものである。 

その耐震評価は，遮蔽気密扉に要求される機能の維持を確認するために，応力評価に

基づく，構造部材の健全性評価により行う。 

 

2. 一般事項 

2.1 検討対象扉一覧 

検討対象の遮蔽気密扉を表 2－1 に示す。 

 

表 2－1 検討対象遮蔽気密扉 

扉名称 
設置高さ 

EL 

中央制御室待避室遮蔽 遮蔽気密扉 16.900m 

 

2.2 配置概要 

遮蔽気密扉の設置位置図を図 2－1 に示す。 

 

 

図 2－1 遮蔽気密扉の設置位置図 

 

  

Y1 

Y2 

X8 X7 X1 

設置位置 

添付資料-4 
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2.3 構造計画 

遮蔽気密扉の構造計画を表 2－2 に示す。 

 

表 2－2 遮蔽気密扉の構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

支持構造 主体構造 

扉開放時におい

ては，ヒンジに

より扉が扉枠に

固定され，扉閉

止 時 に お い て

は，カンヌキに

より扉と扉枠が

一体化する構造

とする。 

 

片開型の鋼製扉

とし，鋼製の扉

板に芯材を取付

け，扉に設置さ

れたカンヌキを

鋼製の扉枠に差

込み，扉と扉枠

を一体化させる

構造とする。 

また，扉と扉枠

の接続はヒンジ

を介する構造と

する。 

扉枠は構造フレ

ーム（鋼板）に

溶 接 で 接 続 す

る。 
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2.4 評価方針 

遮蔽気密扉の耐震評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定した荷重及び

荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「2.3 構造計画」に示す遮蔽気密扉の構造

を踏まえ，「4.1 評価対象部位」にて設定する評価部位において，「3.固有振動数

及び設計用地震力」で算出した固有振動数に基づく設計用地震力により算出した応力

等が許容限界内に収まることを，「4.4 評価方法」に示す方法にて確認する。応力

評価の確認結果を「5. 評価結果」にて確認する。 

耐震評価フローを図 2－2 に示す。遮蔽気密扉の耐震評価においては，その構造を

踏まえ基準地震動Ｓｓによる地震荷重の作用方向及び伝達経路を考慮し，評価対象部

位を設定する。 

遮蔽気密扉の耐震評価においては，荷重を静的に作用させる静的解析により，ヒン

ジ部（ヒンジ板，ヒンジピン，ヒンジボルト）及びカンヌキ部（カンヌキ）の発生応

力を算定し，許容限界との比較を行う。 
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図 2－2 遮蔽気密扉の耐震評価フロー 

固有値解析 

設計用地震力 

評価対象部位の設定 

荷重及び荷重の組合せの設定 

許容限界の設定 

評価方法の設定 

・応力算定方法 

・断面算定方法 

評価条件の設定 

耐震評価 
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2.5 適用規格・基準等 

適用する規格・基準等を以下に示す。 

(1) 建築基準法・同施行令 

(2) 鋼構造設計規準－許容応力度設計法－（（社）日本建築学会，2005 改定） 

(3) ＪＩＳ Ｇ ４３０３－2012 ステンレス鋼棒 

(4) ＪＩＳ Ｇ ４０５１－2016 機械構造用炭素鋼鋼材 

(5) ＪＩＳ Ｇ ４０５３－2016 機械構造用合金鋼鋼材 

(6) 構造力学公式集（土木学会） 
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3. 固有振動数及び設計用地震力 

3.1 固有値計算 

遮蔽気密扉の構造に応じて解析モデルを設定し, 1 次固有振動数を算出する。 

遮蔽気密扉は，ヒンジ部及びカンヌキ部により扉と扉枠を固定する構造であること

から，扉閉止時については両端固定はり，扉開放時についてはヒンジ，自由端はりに

単純化したモデルとし，モデル化に用いる扉板の長さは扉幅とする。解析モデル図を

図 3－1 に示す。 

 

扉閉止時 

  

 

 

扉開放時 

 

 
 

 

 

図 3－1 固有値解析モデル 

  

扉板

体 

扉板 
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3.2 固有振動数の算出条件等 

3.2.1 記号の説明 

遮蔽気密扉の固有振動数算出に用いる記号を表 3－1 に示す。 

 

表 3－1 固有振動数算出に用いる記号 

記号 単位 定義 

f Hz 遮蔽気密扉の 1 次固有振動数 

ℓ m モデル化に用いる扉板の長さ 

Ｅ N/m2 ヤング率 

Ｉ m4 断面二次モーメント 

ｍ kg/m 質量分布 

 

3.2.2 固有振動数の算出方法 

遮蔽気密扉は，1 次固有振動数ｆを「構造力学公式集（土木学会）(以下「構

造力学公式集」という。)」に基づき以下の式より算出する。ここで，固有振動

数は水平方向（扉体面外方向）について算出するものとし，鉛直方向（扉体面内

方向）については，扉板の軸剛性が，面外方向の剛性に比べて十分に大きいため，

固有振動数の算出を省略する。 

 

(1) 扉閉止時 

両端固定はりモデル 

 

 

(2) 扉開放時 

扉開放時においては，面外方向については剛体モード（固有振動数がほぼゼロ）

となり，これに伴う荷重の増幅は生じないが，本評価においては保守的に扉板が

自由振動するものとして，下記の評価式にて固有振動数を算出する。 

 

ヒンジ，自由端はりモデル 

 

 

  

2

2

4.7300 ＥI
ｆ＝

ｍ2πℓ

2

2

3.9266 ＥI
ｆ＝

ｍ2πℓ

54



4-8 

3.2.3 固有振動数の算出条件 

遮蔽気密扉の固有振動数の算出条件を表 3－2 に示す。 

 

表 3－2 遮蔽気密扉の固有振動数の算出条件 

扉名称 

モデル化に用い
る芯材の長さ 

ℓ 
（m） 

ヤング率 
Ｅ 

（N/m2） 

断面二次 
モーメント

Ｉ 
（m4） 

質量分布 
ｍ 

（kg/m） 

中央制御室待避室遮蔽 

遮蔽気密扉 

 

3.3 固有振動数の算出結果 

遮蔽気密扉の固有振動数の算出結果を表 3－3 に示す。固有振動数は，20Hz 以上で

あり，剛構造であることを確認した。 

 

表 3－3 遮蔽気密扉の固有振動数の算出結果 

扉名称 

固有振動数 
f（Hz） 

扉開放時 扉閉止時 

中央制御室待避室遮蔽 遮蔽気密扉 
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3.4 設計用地震力 

遮蔽気密扉の基準地震動ＳＳによる設計用地震力は，中央制御室待避室遮蔽で設定

している設計震度に基づき設定する。 

遮蔽気密扉の設計用地震力を表 3－4 に示す。 

 

表 3－4 遮蔽気密扉の設計用地震力 

据付場所及び 

床面高さ 

(m) 

基準地震動Ｓｓ 

水平方向設計震度 鉛直方向設計震度 

制御室建物 

EL 16.900 

(EL 22.050＊1) 

ＣＨ＝3.65＊2,＊3 ＣＶ＝1.77＊2 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）  

＊3：ＮＳ方向及びＥＷ方向の最大値を用いる。  
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4. 耐震評価方法 

4.1 評価対象部位 

評価対象部位は「2.3 構造計画」に示す遮蔽気密扉の構造上の特徴を踏まえ選定

する。基準地震動Ｓｓによる地震荷重により遮蔽気密扉に生じる慣性力は，ヒンジ部

（ヒンジ板，ヒンジピン，ヒンジボルト）及びカンヌキ部（カンヌキ）から扉枠に伝

わることから，評価対象部位をヒンジ部及びカンヌキ部とする。 

遮蔽気密扉に作用する荷重の作用図を図 4－1 に示す。 
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図 4－1 遮蔽気密扉に作用する荷重の作用図  
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4.2 荷重及び荷重の組合せ 

4.2.1 荷重の組合せ 

遮蔽気密扉の評価に用いる荷重の組合せを下記に示す。 

Ｇ＋Ｓｓ 

ここで，Ｇ ：固定荷重（kN） 

Ｓｓ：基準地震動Ｓｓによる地震荷重（kN） 

遮蔽気密扉は，上載物の荷重を負担する又は影響を受ける構造となっていない

ことから，積載荷重については考慮しない。 

 

4.2.2 荷重 

(1) 固定荷重（Ｇ） 

固定荷重として遮蔽気密扉の自重を考慮する。自重は「4.5 評価条件」に示

す。 

 

(2) 地震荷重（Ｓｓ） 

地震荷重は，基準地震動Ｓｓによる荷重を考慮する。「3. 固有振動数及び設

計用地震力」で設定した設計震度を用いて，次式により算定する。 

Ｓｓ＝Ｇ・ｋ 

ここで，Ｓｓ：基準地震動Ｓｓによる地震荷重（kN） 

Ｇ ：固定荷重（kN） 

ｋ ：設計震度 

なお，水平及び鉛直地震力による組合せ応力が作用する部位の評価は，水平方

向と鉛直方向の地震力が同時に作用するものとして評価する。 
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4.3 許容限界 

許容限界は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している許容限界を踏まえ

て設定する。 

 

4.3.1 使用材料 

遮蔽気密扉を構成するヒンジ部及びカンヌキ部の使用材料を表 4－1 に示す。 

 

表 4－1 使用材料 

評価対象部位 材質 仕様 

ヒンジ部 

ヒンジ板 

ヒンジピン 

ヒンジボルト 

カンヌキ部 カンヌキ 
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4.3.2 許容限界 

(1) ヒンジ部及びカンヌキ部 

鋼材の許容限界は，「鋼構造設計規準－許容応力度設計法－（（社）日本建築

学会，2005 改定）（以下「Ｓ規準」という。）」に基づき算定した短期許容応

力度とする。表 4－2 に示す。 

 

表 4－2 鋼材の許容限界 

材質＊2 

短期許容応力度（N/mm2） 

曲げ 引張 圧縮 せん断 

注記＊1：ｔは板厚を示す。 

＊2：許容応力度を決定する場合の基準値Ｆは，日本産業規格（ＪＩＳ）

に基づく。 
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4.4 評価方法 

4.4.1 応力算定 

(1) ヒンジ部 

ヒンジ部は，ヒンジ板，ヒンジピン及びヒンジボルトで構成されており，次式

により算定するスラスト荷重（回転軸線方向荷重）及び転倒力から，各部材に発

生する応力を算定する。ヒンジ部に生じる荷重を図 4－2 に示す。 

 

Ｗ1＝ＧＤ＋ｋＵＤ・ＧＤ 

Ｆ1＝Ｗ 1・Ｌ 1／Ｌ 3＋ｋＨ・ＧＤ／2 

Ｆ2＝Ｗ 1・Ｌ 2／Ｌ 3 

ここで，Ｗ 1 ：スラスト荷重（kN） 

ＧＤ ：扉重量（kN） 

ｋＨ ：水平震度 

ｋＵＤ ：鉛直震度 

Ｆ1 ：扉幅方向の転倒力（kN） 

Ｆ2 ：扉厚方向の転倒力（kN） 

Ｌ1 ：扉幅方向の扉重心とヒンジ芯間距離（mm） 

Ｌ2 ：扉厚方向の扉重心とヒンジ芯間距離（mm） 

Ｌ3 ：ヒンジ芯間距離（mm） 

 

 

図 4－2 ヒンジ部に生じる荷重  
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a. ヒンジ板 

ヒンジ板に生じる応力は，次式により算定する。ヒンジ板に生じる荷重を図

4－3 に示す。 

 

ＭＡ＝Ｗ 1・Ｌ4・10-3 

ＱＡ＝Ｗ 1 

ＴＡ＝Ｆ 1 

ここで，ＭＡ ：ヒンジ板の曲げモーメント（kN・m） 

ＱＡ ：ヒンジ板のせん断力（kN） 

ＴＡ ：ヒンジ板の引張力（kN） 

Ｗ1 ：スラスト荷重（kN） 

Ｌ4 ：ヒンジ板の 2 軸間距離（mm） 

Ｆ1 ：扉幅方向の転倒力（kN） 

 

 

図 4－3 ヒンジ板に生じる荷重 
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b. ヒンジピン 

ヒンジピンに生じる応力は，次式により算定する。ヒンジピンに生じる荷重

を図 4－4 に示す。 

 

ＭＢ＝
2 2
1 2Ｆ Ｆ ・Ｌ5・10-3 

ＱＢ＝
2 2
1 2Ｆ Ｆ  

ＣＢ＝Ｗ 1 

ここで，ＭＢ ：ヒンジピンの曲げモーメント（kN・m） 

ＱＢ ：ヒンジピンのせん断力（kN） 

ＣＢ ：ヒンジピンの圧縮力（kN） 

Ｆ1 ：扉幅方向の転倒力（kN） 

Ｆ2 ：扉厚方向の転倒力（kN） 

Ｌ5 ：ヒンジ板と受板間距離（mm） 

Ｗ1 ：スラスト荷重（kN） 

 

 

図 4－4 ヒンジピンに生じる荷重 
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c. ヒンジボルト 

ヒンジボルトに生じる応力は，次式により算定する。ヒンジボルトに生じる

荷重を図 4－5 に示す。 

 

ＱＣ＝
2 2
1 1

1

Ｗ Ｆ

ｎ


 

ここで，ＱＣ ：ヒンジボルトのせん断力（kN） 

Ｗ1 ：スラスト荷重（kN） 

Ｆ1 ：扉幅方向の転倒力（kN） 

ｎ1 ：ヒンジボルトの本数（本） 

 

 

図 4－5 ヒンジボルトに生じる荷重 
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(2) カンヌキ部 

カンヌキ部に生じる荷重は次式により算定する。カンヌキ部に作用する荷重を

図 4－6 に示す。 

 

Ｒ1＝ｋＨ・ＧＤ／ｎ 2 

ここで，Ｒ 1 ：地震力に伴う荷重の反力（kN） 

ｋＨ ：水平震度 

ＧＤ ：扉重量（kN） 

ｎ2 ：カンヌキの本数（本） 

 

 

図 4－6 カンヌキ部に作用する荷重 
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a. カンヌキ 

カンヌキに生じる応力は，次式により算定する。なお，算定に当たっては，

カンヌキ回転中心位置を固定端とした片持ちはりとして評価し，カンヌキの取

付部位に応じて作用する応力を考慮する。カンヌキに生じる荷重の例を図 4－

7 に示す。 

 

ＭＤ＝Ｒ 1・Ｌ6・10-3
 

ＱＤ＝Ｒ 1 

ここで，ＭＤ ：カンヌキの曲げモーメント（kN・m） 

ＱＤ ：カンヌキのせん断力（kN） 

Ｒ1  ：地震力に伴う荷重の反力（kN） 

Ｌ6  ：カンヌキの突出長さ（mm） 

 

 

図 4－7 カンヌキに生じる荷重の例 
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4.4.2 断面検定 

各部材に生じる応力より算定する応力度等が，許容限界値を下回ることを確認

する。なお，異なる荷重が同時に作用する部材については，組合せを考慮する。 

 

(1) ヒンジ 

a. ヒンジ板 

ヒンジ板に生じる曲げ応力度，せん断応力度及び引張応力度を算定し，ヒン

ジ板の短期許容応力度以下であることを確認する。 

 

（a）ヒンジ板に生じる曲げ応力度 

σＡ＝（ＭＡ・106）／ＺＡ 

ここで，σＡ ：ヒンジ板の曲げ応力度（N/mm2） 

ＭＡ ：ヒンジ板の曲げモーメント（kN・m） 

ＺＡ ：ヒンジ板の断面係数（mm3） 

 

（b）ヒンジ板に生じるせん断応力度 

τＡ＝（ＱＡ・103）／ＡＡ 

ここで，τＡ ：ヒンジ板のせん断応力度（N/mm2） 

ＱＡ ：ヒンジ板のせん断力（kN） 

ＡＡ ：ヒンジ板の断面積（mm2） 

 

（c）ヒンジ板に生じる引張応力度 

σＴＡ＝（ＴＡ・103）／ＡＡ 

ここで，σＴＡ ：ヒンジ板の引張応力度（N/mm2） 

ＴＡ ：ヒンジ板の引張力（kN） 

ＡＡ ：ヒンジ板の断面積（mm2） 

 

（d）ヒンジ板に生じる組合せ応力度 

ヒンジ板に生じる曲げ応力度及びせん断応力度から，組合せ応力度を「Ｓ

規準」に基づく次式により算定し，ヒンジ板の短期許容応力度以下であるこ

とを確認する。 

2 2
Ａ Ａ Ａｘ σ 3 τ    

ここで，ｘＡ ：ヒンジ板の組合せ応力度（N/mm2） 

σＡ ：ヒンジ板の曲げ応力度（N/mm2） 

τＡ ：ヒンジ板のせん断応力度（N/mm2）  
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b. ヒンジピン 

ヒンジピンに生じる曲げ応力度，せん断応力度及び圧縮応力度を算定し，ヒ

ンジピンの短期許容応力度以下であることを確認する。 

 

（a）ヒンジピンに生じる曲げ応力度 

σＢ＝（ＭＢ・106）／ＺＢ 

ここで，σＢ ：ヒンジピンの曲げ応力度（N/mm2） 

ＭＢ ：ヒンジピンの曲げモーメント（kN・m） 

ＺＢ ：ヒンジピンの断面係数（mm3） 

 

（b）ヒンジピンに生じるせん断応力度 

τＢ＝（ＱＢ・103）／ＡＢ 

ここで，τＢ ：ヒンジピンのせん断応力度（N/mm2） 

ＱＢ ：ヒンジピンのせん断力（kN） 

ＡＢ ：ヒンジピンの断面積（mm2） 

 

（c）ヒンジピンに生じる圧縮応力度 

σＣＢ＝（ＣＢ・103）／ＡＢ 

ここで，σＣＢ ：ヒンジピンの圧縮応力度（N/mm2） 

ＣＢ ：ヒンジピンの圧縮力（kN） 

ＡＢ ：ヒンジピンの断面積（mm2） 

 

（d）ヒンジピンに生じる組合せ応力度 

ヒンジピンに生じる曲げ応力度及びせん断応力度から，組合せ応力度を

「Ｓ規準」に基づく次式により算定し，ヒンジピンの短期許容応力度以下で

あることを確認する。 

2 2
Ｂ Ｂ Ｂｘ σ 3 τ    

ここで，ｘＢ ：ヒンジピンの組合せ応力度（N/mm2） 

σＢ ：ヒンジピンの曲げ応力度（N/mm2） 

τＢ ：ヒンジピンのせん断応力度（N/mm2） 
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c. ヒンジボルト 

ヒンジボルトに生じるせん断応力度を算定し，ヒンジボルトの短期許容応力

度以下であることを確認する。 

 

τＣ＝（ＱＣ・103）／ＡＣ 

ここで，τＣ ：ヒンジボルトのせん断応力度（N/mm2） 

ＱＣ ：ヒンジボルトのせん断力（kN） 

ＡＣ ：ヒンジボルトの断面積（mm2） 
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(2) カンヌキ部 

a. カンヌキ 

カンヌキに生じる曲げ応力度及びせん断応力度を算定し，カンヌキの短期許

容応力度以下であることを確認する。 

 

（a）カンヌキに生じる曲げ応力度 

σＤ＝（ＭＤ・106）／ＺＤ 

ここで，σＤ ：カンヌキの曲げ応力度（N/mm2） 

ＭＤ ：カンヌキの曲げモーメント（kN・m） 

ＺＤ ：カンヌキの断面係数（mm3） 

 

（b）カンヌキに生じるせん断応力度 

τＤ＝（ＱＤ・103）／ＡＤ 

ここで，τＤ ：カンヌキのせん断応力度（N/mm2） 

ＱＤ ：カンヌキのせん断力（kN） 

ＡＤ ：カンヌキの断面積（mm2） 

 

（c）カンヌキに生じる組合せ応力度 

カンヌキに生じる曲げ応力度及びせん断応力度から，組合せ応力度を「Ｓ

規準」に基づく次式により算定し，カンヌキの短期許容応力度以下であるこ

とを確認する。 

2
Ｄ Ｄ Ｄ

2ｘ σ 3 τ    

ここで，ｘＤ ：カンヌキの組合せ応力度（N/mm2） 

σＤ ：カンヌキの曲げ応力度（N/mm2） 

τＤ ：カンヌキのせん断応力度（N/mm2） 
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4.5 評価条件 

耐震評価に用いる評価条件を表 4－3 に示す。 

 

表 4－3 耐震評価に用いる条件 

対象部位 記号 単位 定義 
遮蔽 

気密扉 

共通 

Ｗ1 kN スラスト荷重 

ＧＤ kN 扉重量 

ｋＨ － 水平震度 

ｋＵＤ － 鉛直震度 

Ｌ1 mm 扉幅方向の扉重心とヒンジ芯間距離 

Ｌ2 mm 扉厚方向の扉重心とヒンジ芯間距離 

Ｌ3 mm ヒンジ芯間距離 

ヒ

ン

ジ

部 

ヒンジ板 

Ｌ4 mm ヒンジ板の 2 軸間距離 

ＺＡ mm3 ヒンジ板の断面係数 

ＡＡ mm2 ヒンジ板の断面積 

ヒンジピン 

Ｌ5 mm ヒンジ板と受板間距離 

ＺＢ mm3 ヒンジピンの断面係数 

ＡＢ mm2 ヒンジピンの断面積 

ヒンジボルト 
ｎ1 本 ヒンジボルトの本数 

ＡＣ mm2 ヒンジボルトの断面積 

カ

ン

ヌ

キ

部 

カンヌキ 

ｎ2 本 カンヌキの本数 

Ｌ6 mm カンヌキの突出長さ 

ＺＤ mm3 カンヌキの断面係数 

ＡＤ mm2 カンヌキの断面積 
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5. 評価結果 

遮蔽気密扉の評価結果を表 5－1 に示す。各部材の断面検定を行った結果，発生値が

許容限界値以下であることから，遮蔽気密扉が構造健全性を有することを確認した。 

 

表 5－1 評価結果 

対象評価部材 分類 
発生値 

(N/mm2) 

許容限界値 

(N/mm2) 

発生値/ 

許容限界値 

ヒンジ部 

ヒンジ板 

曲げ 

せん断 

引張 

組合せ 

ヒンジピン 

曲げ 

せん断 

圧縮 

組合せ 

ヒンジボルト せん断 

カンヌキ部 カンヌキ 

曲げ 

せん断 

組合せ 
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